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SC-World Exchange機能概要

STEM CELL PROJECTを運営するMTA Intec PTE LTDにおきまして、独自取引所である[SC-World 
Exchange]をリリースします。 
SC-World Exchangeは、2021年6月1日のオープンを予定しております。 
SCCをはじめ、様々な他コインとのエクスチェンジが可能になります。

暗号通貨をかんたん売買 

シンプルモードの「かんたん
売買」機能を搭載。 
複雑な操作は必要なし。 
希望の通貨を選択し数量を入
力するだけで簡単に暗号通貨
の売買を行うことができます。

高度なセキュリティ 

[コールドウォレット] 
ネットワークにつながっていない場所に資産
を保管しているため、堅牢性の高いセキュリ
ティが担保されてます。 

[システム監査] 
国内外の複数の情報セキュリティ企業等を通
して、情報システムの信頼性、安全性、効率
性が保たれていることを確認しています。 

[2段階認証] 
ご利用にはメールアドレスとパスワードによ
る認証に加え、ご自身のスマートフォンを利
用した2段階認証が必要なため、第三者は容易
にアクセスできません。 

アフィリエイト（紹介）機能 

ご自身のマイページより、専用の
紹介リンクが発行されます。 
そのリンクより登録されたユーザ
ーの取引手数料の一部が紹介者に
還元されます。



1
G O V E R N A N C E  

T O K E N

SCCの取引所トークン構想

1. 他の暗号通貨に比べて需要が安定している 
取引所トークンには、発行元となる暗号資産取引所をユーザーが利用する際に、割引や報酬などを含
めた様々な保有メリットが存在します。 
そのため、トークンを発行している取引所自体の利用ユーザー数が安定している限り、発行したトー
クンの需要も安定していると言えます。 

2. バーン（焼却）により供給量がコントロールされている 
取引所が収益の一部で定期的に買戻しを行い焼却することで、供給量をコントロールします。 
つまり、市場に出回っているトークンの量を減らすことで、希少性が高まることが期待されます。 

3. 取引手数料割引サービスがある 
取引所トークンを保有していることで、取引所を利用する際に取引手数料の割引特典が受けられま
す。 

4. トークン保有により報酬が得られる 
取引所トークンを保有するメリットとして非常に大きいのが、トークンの保有量や取引所の収益に応
じて貰える報酬です。 
取引所によって異なりますが、取引所の収入源に当たる取引手数料の一部を、取引所トークン保有者
に還元する取り組みを行います。

取引所トークンとは・・・ 
暗号通貨取引所が発行および管理を行うトークンのこと 
SCCでは下記4つの取り組みを行います。（2021年中に実装予定）



一例：バイナンスコイン（BNB）の価格推移

3ヶ月で8倍以上の高騰
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S TA K I N G

ステーキング機能
ステーキングとは・・・ 
該当のコインを保有していると金利的に報酬を得ることができる仕組みです。

SC-World Exchangeでは、SCCのステーキング機能を搭載します。（2021
年中実装予定） 
本取引所内でSCCを保有し、かつ所定の期間のロックをかけることにより、
取引所収益に応じた金利的な報酬をSCCで受け取ることができます。 
これにより市場に出回るSCCの枚数を減らし、価格上昇が見込まれます。 
SCCのステーキング機能は本取引所のみの機能であるため、他のSCC取扱取
引所からのユーザーの流入も目論んでいます。
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N F T

SCCのNFT活用 
NFTとは・・・ 
NFT（Non-Fungible Token：非代替性トークン） 
ブロックチェーン上に存在する、偽造できない鑑定書付きデータ

2021年初めから、ブロックチェーン業界で大きなトレンドとなり脅威の伸長
率を見せる「NFT」 
NFTプラットフォーム自体の成長ももちろんのこと、そこに関連したいわゆる
「NFT関連銘柄」のコインの伸びも顕著にあらわれています。 
このNFTを活用したプラットフォームのいくつかで、SCCが決済手段として取
り入れられます。(2022年上半期導入予定) 
これにより、SCCの需要が上がることが見込まれ、さらにはSCC自体が今話
題の「NFT関連銘柄」となります。
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M A R K E T  S I Z E

NFT市場生

NFTの市場規模は3年で約10倍に。 
これは2020年のデータであるため、今後更なる市場拡大が予測されます。 
また、NFTは海外では急速に拡大しているものの、日本においてはまだまだこれからの市場です。


